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◎ 全国中小企業団体中央会 
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わが国の中小企業は､企業数で997%､雇用者数では6. 9 %を占め､産業の4.

あらゆる分野で活躍し､経済社会の "活力の源泉"となっています｡特に地域社

会においては､伝統産業や地場産業等の地域産業集積の基盤となり､雇用の場の

提供のほか､地域コミュニティの推進や地域文化の継承等においても重要な役割

を果たしています｡

平成22年6月18日､｢中小企業憲章｣が閣議決定されました｡

中小企業憲章は､｢政府が中核となり､国が総力を挙げて､中小企業の持つ個性

や可能性を存分に伸ばし､自立する中小企業を励まし､困っている中小企業を支

え､そして､どんな問題も中小企業の立場で考えていく｡これらより､中小企業

が光り輝き､もって､安定的で活力ある経済と豊かな国民生活が実現されるよう｣

定められたものです｡

この憲章の ｢行動指針｣のひとつに ｢国及び地方自治体が中小企業からの調達

に配慮し､受注機会の確保や増大に努める｣ことが明記されています0

また､国では､これらの官公需を中小企業が受注し､経営の強化に役立ててい

けるよう ｢官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律｣(官公需法)

を定め､中小企業者の官公需の受注機会増大に向けて､以下の措置を講じていま

す｡
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1.中小企業者の受注機会の増大の努力

国等は物件の買い入れ等の契約を締結するに当たっては､予算の適正な使用に留意し

つつ､中小企業者の受注機会の増大を図るように努めなければならないこと｡また､

この場合において契約の相手方として ■●組合■'を活用するように配慮しなければならな
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中小企業者に関する国等の契約の方針の作成等

受注機会増大の努力の方向とそれを裏づける措置を明らかにするために､国は､中小

企業向けの契約目標額と受注機会増大のための具体的な措置等を定めた ｢中小企業者

に関する国等の契約の方針｣を毎年度閣議決定し､公表すること｡

2.

平成22年度においては､国等の機関 (各省庁と公庫､独立行政法人)の官公需総予算額は､6兆87,96億円､

そのうち中小企業者向け契約目標額は､3兆86,56億円 (比率562%)とすることが閣議決定されています｡ 

3.国等の契約の実績の概要の通知

契約の方針の実効を確保するための措置として､各省各庁の長等が毎年度終了後､国

等の契約実績の概要を経済産業大臣に通知すること｡ 

4.各省各庁の長等に対する要請

経済産業大臣及び中小企業者の行う事業を所管する大臣は､当該事業を行う者を相手

方とする国等の契約に関し､各省各庁の長等に対し必要な措置を講ずるよう要請でき

ること｡ 
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5.地方公共団体の施策

地方公共団体は､国の施策に準じて中小企業者の受注機会の確保を図るための施策を

講ずるように努めなければならないこと｡ 



よる共同受注と


中小企業の制約の多くは､経営の規模が小さいことに起因するものが大半です｡

一社では受注できない案件でも､組合員が共同して受注すれば確実に契約を履行

できる場合が少なくありません｡こうして生まれたのが､組合による共同受注事

業であり､官公需の共同受注です｡

国では､中小企業者によるこうした積極的な取り組みを支援するため､官公需

法第 3条において ｢- ･国等が契約を締結するに当たっては､予算の適正な使用 

に留意しつつ､中小企業者の受注機会の増大を図るよう努めなければならない｡

a	 
この場合においては､組合を国等の契約の相手方として活用するよう配慮しなけ

ればならない｡｣と定めています｡

事業協同組合をはじめとする中小企業組合は､法律の手続きを経て国や都道府

県が認可した法人であり､民主的かつ公平な運営が制度的に確保されている信頼

性の高い組織であることが､組合を積極的に活用すべきであるとする大きな理由

となっています｡

こうした中小企業組合の中で､官公需の受注に対して特に意欲的であり､かつ

受注した契約は十分に責任を持って履行できる体制が整備されている組合である

ことを中小企業庁 (経済産業局及び沖縄総合事務局)が証明しているのが官公需

適格組合制度です｡

官公需適格組合制度は､その普及のため､国等の契約の方針において､｢国等は､

中小企業庁が証明した官公需適格組合をはじめとする事業協同組合等の受注機会

の増大を図るものとする｡｣と定められています｡

さらに､競争参加資格審査における ｢総合点数の算定特例｣の活用､｢官公需適

格組合の国等の機関における受注実績の公表｣を行うこととしているほか､｢国は､

地方公共団体に対する官公需適格組合制度の一層の周知に努める｡｣こととなって

います｡
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官公需適格組合となるための基準は以下のとおりです｡ 

■●●●●●-●◆◆◆●◆◆●◆●◆●●●●●●●●●●●●●◆◆◆◆◆●●●●●●-●●●●●◆●●◆●●●●●●●●● 

物品 ･役務関係組合の証明基準

ィ.組合の共同事業が組合員の協調裡に円滑に行われていること

口.官公需の受注について熱心な指導者がいること

ハ.常勤役職員が2名以上いること

二.共同受注担当役員及び共同受注委員会が設置されていること

ホ.共同受注した案件に関し役員と担当組合員が連帯して責任を負うこと

へ.検査員を置くなど検査体制が確立されていること

卜 組合運営を円滑に遂行するに足りる経常的収入があること

工事関係組合の証明基準

上記の基準に加えて､さらに以下の事項を満たすこととなっています0

チ.共同受注事業を1年以上行っており､相当程度の受注実績があること

5.リ.工事 1件の請負代金の額が 1 00万円 (電気､管工事等は500万円)以上のも

のを受注しようとする組合は､常勤役員がl名以上､常勤職員が2名以上おり､

その役職員のうち2名は受注しようとする工事の技術者であること

ヌ.総合的な企画及び調整を行う企画 ･調整委員会が現場ごとに設置され､工事全

体が契約通りに施工される体制が整備されていること 
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官公需適格組合は､現在全国に826組合 (平成 21年 12月末現在)あり､それぞ

れの分野で積極的な事業活動をしています｡ 

物品､役務､工事別の組合数は以下のとおりです｡ 
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◇物品関係 206組合 

; ･繊維製品 (織物､外衣 ･下着類､織臥 シーツ､テーブルクロス等) 

; ･家 具 (木製 ･金属製家具､黒板､金庫等) 

;l ･印 刷 (各種印刷物､罫紙等) 

: ･石油製品 (潤滑油､燃料等) 

･事務用品 (筆記用具､事務用晶､帳簿類等) 
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･建物サービス 等 
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; ◇役務関係 391組合 
● 

; ･設計業務 ･測量業務 ･自動車整備 ･輸送業務 
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◇工事関係 229組合

･建設工事 ･土木工事 ･建築工事 ･電気工事 ･管工事

･造園工事 ･畳工事 等

ト 了
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<条例を策定し､官公需を推進> 

･汁

J

A県の官公需条例 

(受注機会の確保)

第 19条 県は､工事の発注､物品及び役務の調達等に当たっては､予算の適正な執

行に留意しつつ､中小企業者の受注の機会の確保に努めるものとする｡

【趣旨 ･背景】

｢県内企業数 8.(全産業)のうち中小企業の割合が99 %を占めていることから､中

小企業の動向が県内経済､県民生活に与える影響は極めて大きく､中小企業にとって

の事業環境の向上を図っていくことが県の商工政策の柱となる｣という見地から､官

公需施策として､行政による中小企業の参入機会の拡大に努める必要が生じた｡

官公需対策については､官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律第 

7条の規程を受け､県においても ｢中小企業者に対する県の官公需契約の方針｣を作

成し実施しているが､地域の活性化と中小企業の活性化が好循環 ･相乗効果を生み出

すよう､中小企業振興条例を策定し推進することとした｡

【プロセスと特徴】

県内各地で自主的に開催される中小企業者の集まりである ｢地域勉強会｣に県職員

が参加し､地域の現状や課題について意見交換を行った (延べ42回の勉強会を開催

し900人以上が参加)｡その結果や勉強会に参加した中小企業者や学識経験者を交え

42

｢中小企業振興に向けた研究会｣を立ち上げ検討し､条例が策定されることとなった｡

回開催県担当者と意見交換延べ 

検 討 過 程

r{ 

地域勉強会

りまととめ

意見提案 



<｢街の電器店｣ 1190台受注> 

B電機商業組合 

B電機商業組合では､市内の小中学校で使用する地上デジタルテレビ計 1190

台を大手量販店等を抑えて落札した｡地上デジタルテレビを組合で受注すること

は全国でも初めてのことであった｡組合の市教育委員会に対する積極的な陳情活

動､家電メーカーとの交渉による大手量販店との同等の入札価格､そしてリサイ

クル組合との連携による大手量販店にはない迅速なアフターサービス等による成

果であった｡ 

1190台のデジタルテレビは､事業規模を問わず､1家電店約 20台で配分し､

町全体の活性化となった｡また､波及効果として他市でも地上デジタルテレビを

受注することができた｡さらには､県外より組合に対する問い合わせ､視察も増

加し､組合の知名度と信頼が向上した｡
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<文具の一括調達による共同受注>

CC文文具具協協同同組組合合では､国から事務用品の一括調達の方針が出たこ二とをきっかけ

に､組合員の販路開拓のため共同受注事業へチャレンジし､

件を落札した｡

一括発注による最高裁判所の納入先は､高等裁判所､地方裁判所､､家庭裁判所､

そのほかにも研修所などかなりの数に上る｡納入先は近郊に限定さ｢れているが､押｣所の発注案
発注部署ごとに､納品物の仕分けを現地で行なわなければならない

発生しており､当初考えていた以上に手間のかかる仕事となってい＼るoしかし､

組合で納入する指定された品目以外のものについては組合員が単独王で入札ができ

るため､大量に使用する消耗品以外のものでの単独入札についてはこ＼販路を兄い 

出してきており､組合員のための事業として価値あるものになって~いるo 

また､組合員間の連携については､過去の実績や決算書を開示す~るなどしてお

り､その意思疎通度 ･緊密度は非常に高く､他の組合の範となるべ ききものであるo＼などの作業も
組合員の販路が広がることが共同受注の最大の効果であり､

･具企業の中に 
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は官公需のための営業担当者を採用したところが数社あり､

が変化したことも大きな効果と言える｡
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Ì.~~ll
M~~~=
二日,r=

I~~~==
J;■■ ,̀~_ 

工
_Jgg'

g
IIIIII膿ll
m 

I.ll"
I
J
_
,

_ 

Tir

｢平成22年度国等の契約の方針｣の主なポイント
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; (1)中小企業者の自助努力への支援強化 
① 全国の中小企業団体中央会に､官公需に関する中小企業者からの相談窓口とし 

; て ｢官公需総合相談センター｣を設置する｡ 
① 人件費割合の高い役務契約において､低入札価格調査制度を通じて､入札価格 

l 

;
l
l
●
●
◆
●

内訳書を徴収し､落札者名の公表を徹底するなどダンピング防止対策の充実強化 

を図る｡ 

(参 旧道路公団などの官公需法の対象外となっていた特殊会社に対しても､国の取

◆.

組に準じた努力を所管大臣より要請する｡ 
l● ●●●●●●
lll●
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562.


企業中小 推移契約向け 率の
目標


% 

4%.
52

51.0%

〇0%% 

平成20年度 平成21年度 平成22年度
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平成22年度中小企業者に関する国等の契約の方針

平成22年6月18日

間 議 決 定

国は､官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律 (昭和41年法律

第97号｡以下 ｢官公需法｣という｡)第4条第2項に基づき､平成 22年度におけ

る中小企業者に関する国等の契約の方針 (以下 ｢国等の契約の方針｣という｡)杏

次のとおり定める｡

現下の厳しい経済情勢の中で､経済収縮の悪影響を受けやすい中小企業者の受

注機会を確保することは極めて重要である｡

こうした認識の下､国等 (官公需法第2条第2項に定める ｢国等｣をいう｡以下

同じ｡)は､中小企業基本法第 3条に掲げる基本理念に則り､中小企業者の経営基

盤の強化を図るため､国等の契約の方針に基づき､中小企業者の受注の機会の増

大のための措置を講ずるものとするCその運用に際しては､国等の調達する物件

等 (工事及び役務を含む｡以下同じ｡)の受注を確保しようとする中小企業者の自

主的な努力を助長し､公正な競争が行われるよう配慮するものとする0

なお､国等の契約の締結に当たっては､予算の適正な使用に留意し､世界貿易

機関政府調達協定及び政府調達に関する我が国の各種行動計画との整合性を確保

するとともに､消費税及び地方消費税については､その適正な転嫁を受け入れる

ものとする｡

また､国は､地方公共団体に対し､国等の契約の方針を参考として､地域の実

情に応じ必要な場合には中小企業者に関する契約の方針を策定する等中小企業者

の受注機会の増大のための措置を講じ､適切な運用が図られるよう要請する｡

さらに､国は､民営化された独立行政法人等のうち､国がその株式の全てを保

有している会社に対し､国等の契約の方針を参考として､可能な限り､中小企業

者の受注機会の増大のための措置を講じるよう要請する｡
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国等は､平成22年度においては､次の措置を強力に推進するものとする｡ 

同等は､透明性の向上と公正な競争の確保に留意しつつ､官公需に関連する情

報の中小企業者への提供促進のため､次の措置を講ずるものとする｡ 

(1)各府省､公庫等ごとの契約目標等の公表 

a	 

① 国等は､中小企業者向け契約の目標金額及び実績金額について､各府省及

び公庫等 (官公需法第2条第2項に定める ｢公庫等｣をいう｡以下同じ｡)別に､

物件､工事及び役務別の情報を公表するものとする｡ 

(2

する情報及びそれらに係る落札結果等に関する情報を､ホームページへの掲

載等により､中小企業者に提供するよう努めるものとする｡	 

① 中小企業者が発注に関連する情報を入手しやすくするため､全国中小企業

)個別発注情報の提供と説明 

① 同等は､物件等であって､一般競争､企画競争又は公募による発注に関連

①	 国等は､発注計画の策定が可能なものについては､これを積極的に定め､

中小企業者に提供するよう努めるものとする｡ 

③	 国等は､物件等の発注を行うに際しては､中小企業者の入札等が円滑に行

われるよう､性能､規格等必要な事項について十分説明に努めるものとする｡ 

(3)発注部局における ｢相談窓口｣の設置 

①	 同等は､官公需の受注に意欲的な中小企業者の受注能力の向上に資するよ

う､中小企業者の相談に応じ､資格登録､入札に関する手続等について情報

を提供する等必要な指導に努めるものとする｡ 

①	 同等は､契約担当官等 (公庫等においてはこれに準ずる役職)を置いている部

局ごとに官公需相談担当者を明確にし､｢官公需相談窓口｣を常設するととも

に､当該窓口の所在情報を中小企業庁が取りまとめ､公表するものとする｡ 

(4)官公需情報ポータルサイ トによる情報の一括提供 

:3I..
?
:,
:..
. 

中小企業者の受注機会の増大のため


① 国等は､競争促進に資する新たな指標として､入札件数等の情報提供に努

めるものとする｡ 

t■
Ⅰ 



団体中央会の協力を得て､中小企業庁がインターネット上に｢官公需情報ポー

タルサイ ト｣を運営し､国等及び地方公共団体がホームページで提供してい

る発注情報を中小企業者が一括して入手できるようにする｡ 

①	 また､中小企業者の自主的努力を助長するため､当該サイ トにおいて､国

等が公表する競争契約参加資格申請に関する情報を始めとした官公需に関す

る情報を一元的に集約し､中小企業者に提供するものとする｡ 

さらに､中小企業者を支援する機関においては､その支援ツールとして当

該サイ トの活用を促進するものとする｡ 

(5)｢官公需総合相談センター (仮称 )｣の設置

中小企業庁は､全国の中小企業団体中央会が､官公需に関する中小企業者か

らの相談に応じ適切な支援及び情報の提供等を行う窓口を設置する事業を支援

する｡ 

(む

(1	

① 国等は､分離 ･分割発注に際し､中小企業庁が取りまとめる効率的な分離 ･

)分離 ･分割発注の推進 

①	 国等は､物件等の発注に当たっては､価格面､数量面､工程面等からみて

分離 ･分割して発注することが経済合理性 ･公正性等に反しないかどうかを

十分検討したうえで､可能な限り分離 ･分割 して発注を行うよう努めるもの

とする｡ 

分割発注に係る事例を参考として活用するとともに､分野に応じて､郡内の

人材育成又は外部人材の活用等により､発注能力の向上等体制整備に努める

ものとする｡ 

③	 公共工事においては､公共事業の効率的執行を通じたコス ト縮減を図る観

点から適切な発注ロットの設定が要請されているところであり､国等は､か

かる要請を前提として分離 ･分割して発注を行うよう努めるものとする｡ 

(2)適正な納期 ･工期の設定

国等は､物件等の発注に当たっては､中小企業者が十分対応できるよう適正

な納期 ･工期の設定に配慮するものとする｡ 

(3)銘柄指定の廃止

国等は､物件等の発注に当たっては､実にやむを得ないと認められる場合を

1
.ー
'-L1
-
.1日; 
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とする｡

(4)中小企業官公需特定品日等に係る受注機会の増大 

,._,_

=-･=こ王

._ 

1･===
! 

LL_

,.	

示する等､実質的な銘柄指定とならないよう配慮するものとする｡ 

E
l.	

なお､参考銘柄として固有の商品を例示する場合においては複数の商品を例

せ 
r-l
--

-__	

除き､直接の銘柄指定はもとより原材料等の間接の銘柄指定等を行わないもの

(D
 国等は､中小企業官公需特定品目 (織物､外衣 ･下着類､その他の繊維製品､

家具､機械すき和紙､印刷､潤滑油､事務用晶､台所 ･食卓用品及び再生プ

ラスチック製製品)の発注を行うに際し､中小企業者の受注機会の増大を図

るものとする｡ 

①	 国等は､中小企業官公需特定品目及び中小工事等に係る発注に当たって指

名競争制度を利用する場合並びに少額の契約案件にあっては､官公需適格組

合を含む中小企業者の受注機会の増大を図るよう努めるものとする0 

(5)官公需適格組合等の活用 

①	 国等は､中小企業庁が証明した官公需適格組合を始めとする事業協同組合

等の受注機会の増大を図るものとする｡ 

(∋
 国等は､官公需適格組合の競争契約参カロ資格審査に当たっては､総合点数

の算定方法に関する特例の一層の活用に努めるものとする｡ 

(事 国等は､官公需適格組合制度について､官公需適格組合の発注機関別受注

実績を公表するほか､各府省等は､中小企業庁と協力しつつ､発注機関に対

し､当該制度の一層の周知徹底に努めるものとする｡また､国は､地方公共

団体に対する当該制度の一層の周知に努めるものとする｡ 

(6)同一資格等級区分内の者による競争の確保 

(D
 国等は､-般競争及び指名競争を行うに際しては､極力同一資格等級区分

内の者による競争を確保すること等により､官公需適格組合を含む中小企業

者の受注機会の増大を図るものとする｡ 

(9
 国等は､一括調達による発注を行う場合には､競争参加者の資格の設定に

際し､中小企業者の受注機会の確保に配慮するため､予定価格に対応する等

級の者にカロえ､下位等級者の参加が可能となるよう弾力的な運用を図るもの

とする｡

Q) 国等は､資格等級に対応する契約の予定金額については､価格水準の変動

等をも勘案しつつ､適時見直しを行う等一層の適正化を図るとともにこれを

公表するものとする｡

-｢言｢ 
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(7)調達手続の簡素 ･合理化 

①	 国等は､競争契約参加資格者の審査について､申請書類の統一化及び申請

手続の簡素化等を一層推進するものとする｡ 

(多 国等は､国における競争契約参加資格審査申請手続の電子化の実施状況及

び入札 ･開札手続の電子化の導入状況等を踏まえ､中小企業者の円滑な対応

に留意しつつ､電子的手段の導入に努めるものとする｡ 

(1)技術力のある中小企業者に対する受注機会の増大

国等は､技術力のある中小企業者の受注機会の増大を図るため､政府調達 (公

共事業を除く)手続の電子化推進省庁連絡会議幹事会決定 ｢技術力ある中小企 ･1匪

業者等の入札参加機会の拡大について｣に基づく入札参加機会の拡大措置の一
掌

層の活用に努めるとともに､技術力の正当な評価を踏まえ､技術力のある中小

企業者に関する入札参カロ資格の弾力化を一層進めるものとする｡
の
鄭
朗
の
蛮

｢高 ~

(2	

① 国等は､工事等の発注に当たっては､適切な評価手法による総合評価方式

)地域の中小企業者等の積極活用

国等は､地方支分部局等において消費される物件等については､極力地方支

分部局等における調達を促進することにより､地域の中小企業者等の受注機会

の増大を図るものとする｡ 

(3)中小企業者の適切な評価 

の導入 ･拡充に努めるものとする｡ 

②	 国等は､地域の建設業者を活用することにより円滑かつ効率的な施工が期

待できる工事等の発注に当たっては､適切な地域要件の設定や､地域への精

通度等地域企業の適切な評価等に努めるものとし､さらに､地方公共団体に

おけるこれらの取組を促進するものとする｡ 

③	 国等は､工事等以外の役務の発注に当たっても､地域への精通度等が事業

の円滑かつ効率的な実施の重要な要素となる契約について､一般競争契約に

おいては適切な地域要件の設定や総合評価落札方式における地域精通度等地

域の中小企業者の適切な評価等と積極的な活用に努めるものとする0 

(4)中小建設業者に対する配慮 

① 国等は､中小建設業者を取り巻く現下の諸情勢にかんがみ､中小工事の早
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努めもの

事成績をを上げた中小建設優良な工
､
等等級属す工工

きよう等積極的受注機会確保にににに

中小建設業者対する
､

離･
注を行ようう努めもの

｡
努めもの

引続ききき検討を行うあり方につ
､

期発等より中小建設業者にに慮を払い
､

者にるするととするがの

競争業者対ては上位の事ににに係るる

とするる
｡ 

割より円滑か効率的な施が期待で極力分分きる工工いては
､

指名競競争争を行うに極力同一一

請負の等特公工適

中小建建設設業業業者者者を活用

①等は育成よる雇用国

物品
､
のの
､

中小企業業者参入へ

対し特段配受注注機会ののの増大そ

とするる
｡
に

多国資格等等級区分般や内際してはは
､､
(

よ競争確保こ

施能力を勘案しし
､､
努めもるするののるする
｡
参加でと

③事関す発注当たっよ共るる共同にににに国てはは､､､
努切な活用一層推進等より受注機会ののの増大ににに

めもの

④地域事等等ののすること専門工国は
､､

事ににつつ

して発とするる
｡

新規開(5)

創創の出出の重要性ににかんがみ
､､､
市場新新産業･
新規開中小企者受注機会(共事業業業除く)特段ののの増大をを図るよう公

慮にとするる
｡
配

①等等にに新規事業者入札機会を拡大する製造･販売ため国は

競争契約参加資格のの係る
｡

慮配のの 
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官公需契約の一部に過度な低価格競争が生じていること等を踏まえ､ダンピン

グ対策の充実等､適正価格での契約や価格と晶質が総合的に優れた調達の推進を

図るため､適切な対策を講じる｡ 

)適切な予定価格の作成 

①	 国等は､物件等の発注に当たっては､需給の状況､原材料及び労務費等の

最新の実勢価格等を踏まえた積算に基づき､消費税及び地方消費税の負担等

を勘案し､適切に予定価格を作成するものとする｡ 

(1

(∋
 国等は､公庫等及び地方公共団体における工事等の発注に際し､いわゆる

歩切りや予定価格等の事前公表の取りやめ等が促進されるよう努めるものと

する｡ 

(2)低入札価格調査制度の適切な活用等 

①	 国等は､役務及び工事等の発注に当たっては､ダンピング受注の排除等適

正価格による契約の推進のため､低入札価格調査制度を適切に活用するもの

とする｡ 

①	 国等は､特に人件費比率の高い役務契約については､適正な履行確保の観

点から､低入札価格調査基準価格を下回る価格により落札した者と契約する

場合における措置として､入札価格内訳書の徴収の徹底とともに､落札の決

定があった旨の公表の徹底を行うものとする｡

また､下請代金支払遅延等防止法､独占禁止法及び労働関連法等の所管行

政庁は､その執行を図る上で､必要に応じ低入札価格調査制度に基づく調査

情報も活用する｡ 

③	 国等は､地方公共団体における工事等の発注に際し､低入札価格調査制度､

最低制限価格制度及び入札ボンド制度等の適切な活用が促進されるよう努め

るものとする｡ 
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国等は､上記第 1に掲げる措置を講ずること等により､平成 22年度における国等

の契約のうち､官公需予算総額に占める中小企業者向け契約の金額が､約 3兆 

2.


---------i


6,


17

川Hi日日日日.;1];::jrIー~ーー.L."..,-.-∫ 

8 %となるよう努めるものとする｡

)措置状況の通知及び情報の公表

庸 _ :. .. ･_i _ ;fmm= a.1mm.; vM･ .mM･_I -･: .: -･･ '戯

(2

のとする｡中小企業庁は､各府省等から通知された措置状況について取りまとめ､

国等は､上記第 1の諸項目に関する措置状況を中小企業庁あて通知するなど､

中小企業庁と密接な連絡を取るとともに､本方針の進行について地方支分部局等

を指導する等適切な管理を行い､本方針の実施について遺憾のないよう努めるも

その情報を公表するものとする｡ 

(3)地方公共団体の施策

中小企業庁は､地方公共団体による官公需施策の事例等を収集して取りまとめ､

これらの情報を公表することにより､地方公共団体の官公需施策の推進に資する

こととする｡

d 

1
･?
::

,....

I.･. 

第2中小企業者向


56億円､比率が､56


第3 官公需対策における 

(1)方針の普及及び徹底等

同等は､本方針について､一層の普及及び徹底を図るものとする｡また､国等

の地方支分部局等は､官公需確保対策地方推進協議会への参カロ等により得た中小

企業者の声を踏まえ､地方の実情に即して､中小企業者の受注機会の増大を図る

よう努めるものとする｡ 



1.中小企業基本法 (抄)
 

(昭和38年7月20日法律第 154号 最終改正 平成 18年4月26日法律第33号) 

(国等からの受注機会の増大)

第21条 国は､中小企業が供給する物品､役務等に対する需要の増進に資するた

め､国等の物品､役務等の調達に関し､中小企業者の受注機会の増大その他の

必要な施策を講ずるものとする｡ 

2.官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律(珍)〕 

(昭和41年6月30日法律第97号 最終改正平成 17年 10月21日法律第 102号) 

(目 的)

第 1条 この法律は､国等が物件の買入れ等の契約を締結する場合における中小

企業者の受注の機会を確保するための措置を講ずることにより､中小企業者が

供給する物件等に対する需要の増進を図り､もって中小企業の発展に資するこ

とを目的とする｡ 

(受注機会増大の努力)

第3条 国等は､国等を当事者の一方とする契約で国等以外の者のする工事の完

成若しくは作業その他の役務の給付又は物件の納入に対 し国等が対価の支払を

すべきもの (以下 ｢国等の契約｣という｡)を締結するに当たっては､予算の適

正な使用に留意しつつ､中小企業者の受注の機会の増大を図るように努めなけ

ればならない｡この場合においては､組合を国等の契約の相手方として活用す

るように配慮しなければならない｡ 

(中小企業者に関する国等の契約の方針の作成等)

第 4条 国は､毎年度､国等の契約に関し､国等の当該年度の予算及び事務又は

事業の予定等を勘案して､中小企業者の受注の機会の増大を図るための方針を

作成するものとする｡ 

(国等の契約の実績の概要の通知)

第5条 各省各庁の長等は､毎会計年度又は毎事業年度の終了後､中小企業者と

の間でした国等の契約の実績の概要を経済産業大臣に通知するものとする｡ 
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寝

･l 

)予定価格が250万円を超えない工事又は製造をさせるとき｡(2

)予定価格が50万円を超えない財産を売り払うとき｡(5

)予定賃貸料の年額又は総額が30万円を超えない物件を貸し付けるとき｡(6

=:･i
:
.;:


第 7条 地方公共団体は､国の施策に準じて､中小企業者の受注の機会を確保す

るために必要な施策を講ずるように努めなければならない｡

第7章 契 約

第4節 随意契約 

(随意契約によることができる場合)

第	99条 会計法第29条の3第5項の規定により随意契約によることができる場

合は､次に掲げる場合とする｡ 

(1)国の行為を秘密にする必要があるとき｡ 

(3)予定価格が160万円を超えない財産を買い入れるとき｡ 

(4)予定賃借料の年額又は総額が80万円を超えない物件を借り入れるとき｡ 

(7)工事又は製造の請負､財産の売買及び物件の貸借以外の契約でその予定価

格が100万円を超えないものをするとき｡
 

-(略)-

(18)事業協同組合､事業協同小組合若しくは協同組合連合会又は商工組合若

しくは商工組合連合会の保護育成のためこれらのものから直接に物件を買い

入れるとき｡

璽 愚 
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4.中小企業憲章


i::::】


政府は､以下の柱に沿って具体的な取組を進める｡ 

1.中小企業の立場から経営支援を充実 ･徹底する

中小企業の技術力向上のため､ものづくり分野を始めとする技術開発､教育 ･

研究機関､他企業などとの共同研究を支援するとともに､競争力の鍵となる企

業集積の維持 ･発展を図る｡また､業種間での連携 ･共同化や知的財産の活用

を進め､中小企業の事業能力を強める｡経営支援の効果を高めるため､支援人

材を育成 ･増強し､地域経済団体との連携による支援体制を充実する｡ 

2.人材の育成 ･確保を支援する

中小企業の要諦は人材にある｡働く人々が積極的に自己研錆に取り組めるよ

う能力開発の機会を確保する｡魅力ある中小企業への就業や起業を促し､人材

が大企業信仰にとらわれないよう､各学校段階を通じて健全な勤労観や職業観

を形成する教育を充実する｡また､女性､高齢者や障害者を含め働く人々にとっ

て質の高い職場環境を目指す｡ 

3.起業 ･新事業展開のしやすい環境を整える

資金調達を始めとする起業 ･新分野進出時の障壁を取り除く｡また､医療､

介護､一次産業関連分野や情報通信技術関連分野など今後の日本を支える成長

分野において､中小企業が積極的な事業を展開できるよう制度改革に取り組む｡

国際的に聞かれた先進的な起業環境を目指す｡ 

4.海外展開を支援する

中小企業が海外市場の開拓に取り組めるよう､官民が連携した取組を強める｡

また､支援人材を活用しつつ､海外の市場動向､見本市関連などの情報の提供､

販路拡大活動の支援､知的財産権 トラブルの解決などの支援を行う｡中小企業

の国際人材の育成や外国人材の活用のための支援をも進め､中小企業の真の国

際化につなげる｡ 

5.公正な市場環境を整える

中小企業の正当な利益を守る法令を厳格に執行し､大企業による代金の支払

遅延 ･減額を防止するとともに､中小企業に不合理な負担を招く過剰な品質の 

Lm
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要求などの行為を駆逐する｡また､国及び地方自治体が中小企業からの調達に

配慮し､受注機会の確保や増大に努める｡ 

6.中小企業向けの金融を円滑化する

不況､災害などから中小企業を守り､また､経営革新や技術開発などを促す

ための政策金融や､起業､転業､新事業展開などのための資金供給を充実する｡

金融供与に当たっては､中小企業の知的資産を始め事業力や経営者の資質を重

視し､不動産担保や保証人への依存を減らす｡そのためにも､中小企業の実態

に則した会計制度を整え､経営状況の明確化､経営者自身による事業の説明能

力の向上､資金調達力の強化を促す｡ 

7.地域及び社会に貢献できるよう体制を整備する

中小企業が､商店街や地域経済団体と連携して行うものも含め､高齢化 ･過

疎化､環境問題など地域や社会が抱える課題を解決しようとする活動を広く支

援する｡祭りや､まちおこしなど地域のつながりを強める活動への中小企業の

参加を支援する｡また､熟練技能や伝統技能の継承を後押しする｡ 

8.中小企業への影響を考慮し政策を総合的に進め､政策評価に中小企業の声を

生かす

関係省庁の連携は､起業 ･転業 ･新事業展開への支援策の有効性を高める｡

中小企業庁を始め､関係省庁が､これまで以上に一体性を強めて､産業､雇用､

社会保障､教育､金融､財政､税制など総合的に中小企業政策を進める｡その際､＼
地域経済団体の協力を得つつ､全国の中小企業の声を広く聴き､政策効果の検

証に反映する｡

世界経済は､成長の中心を欧米からアジアなどの新興国に移し､また､情報や

金融が短時間のうちに動くという構造的な変化を激しくしている｡一方で､我が

国では少子高齢化が進む中､これからは､一人ひとりが､力を伸ばし発揮するこ

とが､かつてなく重要性を高め､国の死命を制することになる｡したがって､起

業､挑戦意欲､創意工夫の積み重ねが一層活発となるような社会への変革なくし

ては､この国の将来は危うい｡変革の担い手としての中小企業への大いなる期待､

そして､中小企業が果敢に挑戦できるような経済社会の実現に向けての決意を政

府として宣言する｡
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1.官公需適格組合は､組合員企業の経営の安定と組合の受注

能力の向上に努める｡ 

2.官公需適格組合は､地域社会に融和し愛される組合であり

続けるため､積極的な社会貢献活動を実施するとともに､情

報開示や地域社会とのコミュニケーションに努める｡ 

3.官公需適格組合は､官公需をはじめ､あらゆる発注に関し

て､適正価格での受注に努める｡ 

4.官公需適格組合は､地球環境問題の重要性を認識し､循環

mrO諺 
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rO
I

r
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玖
垂 

誇
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房
型社会の実現､CO2排出削減等に対して十分な配慮と対応に

努める｡ 

5.官公需適格組合は､lT化､技術開発､晶質の向上､コス ト

r L'変
O
要
り

り▲

rO 縮減など経営革新に努める｡ 

6.官公需適格組合は､組合員企業の雇用の確保と従業員の技

術 ･能力の向上等を支援し､安全で働きやすい労働環境を確

保し､ゆとりと豊かさの実現に努める｡ 

7.官公需適格組合は､法令を遵守するものとする｡ 
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磨 都道府県中小企業団体中央会
官公需総合相談センター一覧

i

011(231)1919 

iiiiR ･月i;-L !EB･?Ei
I;.

060 001 札幌市中央区北1条西7(プレス ト1 )
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http仙ww･ 

http

http w

http w
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//:

/:

//:

http

http

http

http

http

huoka

017(777)2
325
030 青森市本町2


023 盛岡市内丸14-8(県米連ビル内) 019(624)1363
 

仙台市青葉区上杉1


0-

0-

0-

802
 7(青森県中小企業会館内)1-9-青 森 県 中 央 会 wwJOnga

020岩 手 県 中 央 会 

022(222)5
560
980
 011 4-2(宮城県商工振興センター)1-宮 城 県 中 央 会 huokai-mlyagwww

010 秋田市旭北錦町1


580 山形市城南町1-1-1(霞城セン トラル14F)


福島市三河南町1


0-

8-

8-

923
 7(秋田県商工会館内)4- 018(863)8
701
 

023(647)0360 

秋 田 県 中 央 会 //:

〟:
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029(224)8030310
 水戸市桜川2


宇都宮市中央3 -

026 前橋市大手町3-3-1(群馬県中小企業会館内)


1-

0-

0-

0-

801
 5(茨城県産業会館内)3-2-茨 城 県 中 央 会 www

4(栃木県産業会館3F) 028(635)2300320
 806
栃 木 県 中 央 会 www

027(232)4123371
群 馬 県 中 央 会 unma

330


)3


さいたま市大宮区桜木町1


026 千葉市中央区千葉港4-2(千葉県中小企業会館内) 043(242


横浜市中区尾上町5


長野市中御所岡田13


甲府市飯田2


名古屋市中区丸の内2 -

5-

2 0中央区銀座 

1 7新潟市中央区川岸町 (新潟県中小企業会館内)

5 4岐阜市薮田南 

7-

1-

8-

0-

0-

0-

8-

0-

0-

0-

0-

8-

669
 (大宮ソニックシティ9F) 048(641)1315埼 玉 県 中 央 会 www

260
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千 葉 県 中 央 会 〟:http

http

http

http

http

http

huoka卜Ch /cjpr. h kawww uo

104
 061 8(東京都中小企業会館内)1- )003(3542東 京 都 中 央 会 chuoka://w 
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